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独立行政法人国立大学財務・経営センターの年度計画（平成１８年度）

独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号)第三十一条の規定により、独立行政

法人国立大学財務・経営センター（以下「センター」という。）の中期計画に基づき、

平成十八年度の業務運営に関する計画（以下「年度計画」という。）を次のとおり定め

る。

Ⅰ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

１ 業務内容を精査し、必要に応じて組織の見直しを行う。

２ 業務内容の見直しを行い、アウトソーシング可能なものについては、外部委託を推

進するとともに、外部委託の契約内容も逐次見直し、より一層の効率化を図る。

３ 事務情報化を推進し、事務処理のより一層の効率化を図る。

４ 運営費交付金を充当して行う業務については、既存事業の徹底した見直し、効率化

を図る。このため、一般管理費（退職手当を除く。）に関し、計画的な削減に努め、

３％以上の削減目標を達成するほか、その他の事業費（退職手当を除く。）について、

１％以上の業務の効率化を図る。また、大学共同利用施設の管理運営費等についても

業務の効率化を図る。

Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置

１ 国立大学法人等の財産管理、財産処分及び財産の有効活用に関する協力・助言

① 財産管理に関する協力・助言

国立大学法人等の適切な財産管理に資するため、各大学が抱える共通の課題につ

いて、その処理実績を収集し、情報の提供を行うとともに、個別問題の解決のため、

求めに応じ外部の専門家を活用した法律相談等を行い、適正に処理できるよう協力

する。

さらに、国立大学法人等関係者を対象とする研究協議会を２回程度開催する等に

より、協力・助言を行う。

② 財産処分に関する協力・助言

ア）国立大学法人等の処分可能財産の管理、処分について、求めに応じ民間の専門

家等からなる処分促進方策調査協力者会議を開催し、その結果を踏まえ専門的技

術的助言を行う。

イ）承継された旧特定学校財産の処分を通して蓄積したノウハウを活用し、国立大



- 2 -

学法人等からの委託を受けて財産処分関連業務を行う。

２ 施設費貸付事業及び施設費交付事業

（１）施設費貸付事業

① 文部科学省の施設整備等に関する計画に基づき、国立大学法人に対し、大学附

属病院の施設整備等に必要な資金として貸付けを行う。

② 貸付けに当たっては、国立大学法人の財務状況等を十分勘案し、償還確実性の

審査等を行う。

③ 貸付事業に必要となる財源として、長期借入れ及び債券発行により資金の調達

を行う。

④ 貸付事業に係る債権について、貸付先に払込通知書を発行するなど長期借入金

債務等の償還を確実に行う。

（２）施設費交付事業

① 文部科学省の施設整備等に関する計画に基づき、国立大学法人等に対し、施設

整備等に必要な資金として交付を行う。

② 施設費交付事業の実施に当たっては、「補助金等に係る予算の執行の適正化に

関する法律」に準じ、交付対象事業の適正な実施の確保を図る。

３ 寄附金の受入れ及び配分

下記の事項に留意しつつ、寄附金の受入れ・配分を行う。

① 寄附金受入れを促進するため、ホームページ等により、社会に積極的に広報し、

普及させる。

② 配分に当たっては、受入れ内容を十分考慮するとともに、透明性を確保しつつ、

配分を行う。

４ 高等教育に係る財政及び国立大学法人等の財務・経営に関する調査及び研究

国立大学法人等の財務及び経営の改善に資するため、下記の調査及び研究を行う。

① 大学の財務及び経営に関する国内外の事例等を参考にしつつ、マネージメント

・システムとその運用について、調査研究を進め、研究成果を公開し、関係者の

参考に供する。

特に、国際的な高等教育財政・財務に関する改革の動向を踏まえつつ、法人化

前後における各国立大学内部の資金配分方法の変動の過程について、調査及び研
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究を行う。より具体的には、平成 18 年 1 月に全国立大学学長等を対象に実施し

たアンケート調査結果のインテンシブな分析を実施する。これらの分析に基づい

て、学内資金配分の先進的な取組事例等を明らかにする。また、上記の分析結果

を報告書としてとりまとめ、全国立大学に送付する。これに加えて、シンポジウ

ムを開催し、法人化後の財務・経営に関する情報提供を行う。

② 高等教育財政に関連する内外の諸問題について、調査研究を進め、研究成果を

公開し、関係者の参考に供する。本年度は、アメリカを中心に諸外国の大学財政

について調査を行い、大学の予算獲得及びその配分について日本との比較研究を

進める。

③ 各国立大学法人の財務及び経営に関する関係資料を収集し、平成１７年度の国

立大学法人の財務・経営に関する現状分析を行う。

④ ＯＥＣＤのＩＭＨＥ（高等教育機関マネージメント）事業に参加するとともに、

内外の関係機関等との交流協力を深める。

⑤ 調査研究の成果を公開し、関係者の参考に供するため、高等教育財政・財務研

究会を５回程度、シンポジウムを１回、講演会を２回程度開催し、また、研究紀

要を 1 回、研究報告などを随時刊行する。

５ セミナー・研修事業の開催・実施

社団法人国立大学協会と密接に連携しつつ、受講対象者を企画段階から参画させた

企画委員会を作り、意向を踏まえた上で、以下のセミナー・研修事業を開催、実施す

る。

なお、セミナー・研修事業の実施に際しては、アンケート調査を実施し、翌年度以

降の事業の企画に反映させ、参加者のニーズに対応した内容の充実を図る。

① 大学トップマネージメントセミナー

国立大学法人等の役員等が、国立大学法人等のマネージメントについて、的確

な情報と専門的助言を得ることを目的に、１回実施する。

② 大学財務・経営セミナー

国立大学法人等の事務局長等幹部職員が、国立大学法人等の財務・経営につい

ての的確な情報と専門的助言を得つつ、国立大学法人等の経営能力を涵養するこ

とを目的に、１回実施する。

③ 国立大学病院経営セミナー

国立大学法人の学長、役員、病院長等が病院経営上の諸課題に対して対応でき

る経営能力を涵養することを目的に、１回実施する。

④ 大学職員スキルアップ研修

国立大学法人等の課長、係長等に対し、財務管理に関する専門的知識・技術の

向上を図ることを目的に、計画的、段階的に１回実施する。

６ 国立大学法人等の財務及び経営の改善に資するための情報提供



- 4 -

① 財務・経営に関する調査研究で得られた成果を随時国立大学法人等に提供する。

② 国立大学法人等に対し、マネージメントの参考資料として作成・配布した、財務

・経営に関する基本的知識の解説、参考事例、基本資料等からなるガイドブックに

ついて、随時その内容の更新・充実を図る。

③ 国立大学法人の決算に基づいた財務諸表等の集計・分析を行い、その結果を国立

大学法人に提供する。

④ マネージメントに関する情報の提供・交流のための説明会・シンポジウム・講演

会などを１回程度開催する。

７ 財務・経営の改善に関する協力・助言

① 国立大学法人等の財務・経営の改善について、各大学が抱える共通課題について、

その処理実績を収集し、情報の提供を行うとともに、個別問題の解決のため、求め

に応じ、経営コンサルタント等の民間実務者による経営相談など、協力や専門的・

技術的助言を行う。

② 国立大学法人等において不用となった教育研究用機器の有効活用を促進するため

の情報提供システム「教育研究用機器リユース（再利用）情報提供システム」の管

理運営を行う。

なお、システムの有効利用が図られるよう、検討を進める。

８ 大学共同利用施設の管理運営

大学等の教育、研究、社会貢献等に関する諸活動の利用に供するために大学共同利

用施設の管理運営を行う。

それぞれの施設の設置目的を考慮しつつ、有効利用が図られるようにする。また、

利用者のうち、７割程度以上（任意抽出調査）の利用者が満足するよう、各種サービ

スの質的向上に努める。

① 学術総合センター共用会議室の管理運営

学術・高等教育に関する会議・講演会・研修会等を開催する場としての「学術総

合センター共用会議室」の管理運営を行う。

施設利用の促進を図るため、次のサービスの向上等を行う。

ア）会議室等に係る案内書を作成・配布

イ）ホームページを活用した会議室の利用に係る情報提供サービスを充実

ウ）施設利用に伴う会場設営等のサービスを、求めに応じて提供する。

エ）業務の外部委託の促進

② キャンパス・イノベーションセンターの管理運営

社会人を対象としたサテライトキャンパス、企業関係者等との連携・協力等を行

うリエゾンオフィス等を有した地域社会への貢献や産学官連携・情報発信の拠点と

なる「キャンパス・イノベーションセンター」の管理運営を行う。
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また、施設利用の促進等を図るため、ホームページ等を活用しＰＲを行うととも

に、事務の効率化を図るため、その業務については積極的に外部委託を行う。

９ 国立大学法人財務・経営情報提供システムの構築

① 国立大学法人財務・経営情報提供システムを構築する。

② 当該システムの構築に当たっては、国立大学法人関係者との連携・協力を図りつ

つ行う。

１０ 旧特定学校財産の管理処分

国から承継した旧特定学校財産について、施設費交付事業等の財源に充てるため、

次のとおり対応し、その処分促進に努める。

① 広島大学本部地区跡地

地元自治体との協議を進め、処分の促進に努める。なお、地元自治体による具体

的な処分が見込まれない場合は、速やかに一般競争により処分を行う。

② 東京大学生産技術研究所跡地

文化庁等に対し国立新美術館建設用地として貸付を継続する。

１１ 承継債務償還

国から承継した旧国立学校特別会計の財政融資資金からの債務について、関係する

４３国立大学法人から納付される金銭を確実に徴収し、承継債務（旧国立学校特別会

計法に基づく国立学校特別会計の財政融資資金からの負債）７６５億円の償還及び当

該債務に係る２５２億円の利子の支払いを確実に行う。

Ⅲ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

１ 平成１８年度に係る予算 別紙１のとおり

２ 平成１８年度に係る収支計画 別紙２のとおり

３ 平成１８年度に係る資金計画 別紙３のとおり

４ 自己収入の確保

① 大学共同利用施設について適正な利用料の徴収を行うとともに、利用率の向上に

努める。

② 国立大学法人等からの委託事業について適正な委託料の徴収を行うとともに、受
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託事業の増加に努める。

５ 人件費の削減

平成１８年度の常勤役職員に係る人件費については、中期計画を達成するため、平

成１７年度に比べて１％以上を削減する。ただし、今後の人事院勧告を踏まえた給与改

定分については、削減対象から除く。なお、人件費の範囲は、報酬（給与）、賞与、そ

の他の手当であり、退職金、福利厚生費（法定福利費及び法定外福利費）は含まない。

その際、国家公務員の給与構造改革を踏まえ、役職員の給与について、必要な見直し

を行う。

Ⅳ 短期借入金の限度額

１ 短期借入金の限度額

１０１億円とする。

２ 想定される理由

運営費交付金の受入れの遅延、承継債務償還及び施設費貸付事業に係る関係国立大

学法人の債務償還遅延（この場合の借換えは行わない。）等が生じた場合に対応する

ため。

Ⅴ 重要な財産を譲渡し、又は担保する計画

予定なし。

Ⅵ 剰余金の使途

１ 研修事業の充実

２ 調査研究の充実

３ 情報提供の充実

Ⅶ その他主務省令で定める業務運営に関する事項

１ 人事に関する計画

（１）方針

① 限られた人員での効率的・効果的な業務の遂行を実現するため、業務量の変動

に応じた柔軟な組織体制を構築するとともに、人事交流により質の高い人材の確

保を図り、職員の計画的かつ適正な配置を行う。

② 専門的研修事業等の活用により、職員の専門性を高めるとともに、意識向上を
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図る。

（２）人員に係る指標

常勤職員数については、抑制を図る。

（参考１）

平成１８年度の常勤職員数 ２６人

（参考２）

平成１８年度の人件費総額見込み ２８０百万円
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（別紙１）

平成１８年度 予 算

（一般勘定） （単位：百万円）

収 入

運営費交付金 ５４６

産学協力事業収入 ２３５

雑収入 １

計 ７８２

支 出

業務経費 ５５２

センター事業費(退職手当を除く) ３１７

うち 人件費(退職手当を除く) １７６

物件費 １４１

退職手当 －

産学協力事業費 ２３５

一般管理費 ２３０

一般管理費(退職手当を除く) ２３０

うち 人件費（退職手当を除く） １０４

物件費 １２６

退職手当 ０

計 ７８２

※数値が単位に満たない場合は「０」、該当数字のない場合は「－」と表示してい

る。以下の表においても同様。

（施設整備勘定） （単位：百万円）

収 入

長期借入金等 ６６，１００

承継債務負担金等収入 １０６，０２４

財産処分収入 ６，２８３

財産貸付料収入 ７３３

財産処分収入納付金等 ８９９

国立大学財務・経営センター法

第１５条積立金取崩額 ８１８

計 １８０，８５７

支 出

施設費貸付事業費 ６６，１００

施設費交付事業費 ８，６００

承継債務等償還金 １０５，９６３

その他の業務費 １９４

計 １８０，８５７

※国立大学財務・経営センター法第１５条積立金取崩額は、財産処分に係る財産処

分原価分６，２８３百万円を除いている。
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（総括表）

（単位：百万円）

収 入

運営費交付金 ５４６

産学協力事業収入 ２３５

雑収入 １

（施設整備勘定）

長期借入金等 ６６，１００

承継債務負担金等収入 １０６，０２４

財産処分収入 ６，２８３

財産貸付料収入 ７３３

財産処分収入納付金等 ８９９

国立大学財務・経営センター法

第１５条積立金取崩額 ８１８

計 １８１，６３９

支 出

業務経費 ５５２

センター事業費(退職手当を除く) ３１７

うち 人件費(退職手当を除く) １７６

物件費 １４１

退職手当 －

産学協力事業費 ２３５

一般管理費 ２３０

一般管理費(退職手当を除く) ２３０

うち 人件費（退職手当を除く） １０４

物件費 １２６

退職手当 ０

（施設整備勘定）

施設費貸付事業費 ６６，１００

施設費交付事業費 ８，６００

承継債務等償還金 １０５，９６３

その他の業務費 １９４

計 １８１，６３９
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（別紙２）

平成１８年度 収支計画

（一般勘定） （単位：百万円）

費用の部

経常費用 ８７３

センター事業費 ３１７

産学協力事業費 ２３５

一般管理費 ２３０

減価償却費 ９１

収益の部 ８６２

運営費交付金 ５４６

産学協力事業収益 ２３５

雑益 １

資産見返運営費交付金戻入 ８

資産見返物品受贈額戻入 ７２

純利益 △１１

積立金取崩額 １１

総利益 －

※数値が単位に満たない場合は「０」、該当数字のない場合は「－」と表示してい

る。以下の表においても同様。

（施設整備勘定） （単位：百万円）

費用の部

経常費用 ３６，１７９

施設費交付事業費 ８，６００

支払利息 ２７，３８５

その他の業務費 １９４

収益の部 ２９，０７８

財産貸付料収益 ７３３

財産処分収入納付金等 ８９９

受取利息 ２７，４４６

純利益 △７，１０１

国立大学財務・経営センター法

第１５条積立金取崩額 ７，１０１

総利益 －



- 1 1 -

（総括表） （単位：百万円）

費用の部

経常費用 ３７，０５２

センター事業費 ３１７

産学協力事業費 ２３５

一般管理費 ２３０

減価償却費 ９１

（施設整備勘定）

施設費交付事業費 ８，６００

支払利息 ２７，３８５

その他の業務費 １９４

収益の部 ２９，９４０

運営費交付金 ５４６

産学協力事業収益 ２３５

雑益 １

資産見返運営費交付金戻入 ８

資産見返物品受贈額戻入 ７２

（施設整備勘定）

財産貸付料収益 ７３３

財産処分収入納付金等 ８９９

受取利息 ２７，４４６

純利益 △７，１１２

積立金取崩額 １１

国立大学財務・経営センター法

第１５条積立金取崩額 ７，１０１

総利益 －
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（別紙３）

平成１８年度 資金計画

（一般勘定） （単位：百万円）

資金支出 ７８３

業務活動による支出 ７８２

次年度への繰越金 １

資金収入 ７８３

業務活動による収入 ７８２

運営費交付金による収入 ５４６

産学協力事業による収入 ２３５

その他の収入 １

前年度よりの繰越金 １

（施設整備勘定） （単位：百万円）

資金支出 １８０，８５７

業務活動による支出 １０２，２７９

財務活動による支出 ７８，５７８

資金収入 １８０，０３９

業務活動による収入 １１３，９３９

承継債務負担金等の回収による収入 １０６，０２４

財産の売払による収入 ６，２８３

財産の貸付による収入 ７３３

財産処分収入納付金による収入 ８９９

財務活動による収入 ６６，１００

（総括表） （単位：百万円）

資金支出 １８１，６４０

業務活動による支出 １０３，０６１

財務活動による支出 ７８，５７８

次年度への繰越金 １

資金収入 １８０，８２２

業務活動による収入 １１４，７２１

運営費交付金による収入 ５４６

産学協力事業による収入 ２３５

その他の収入 １

承継債務負担金等の回収による収入 １０６，０２４

財産の売払による収入 ６，２８３

財産の貸付による収入 ７３３

財産処分収入納付金等による収入 ８９９

財務活動による収入 ６６，１００

前年度よりの繰越金 １


